
（単位：千円）

流動資産 流動負債

固定資産

有形固定資産 固定負債

無形固定資産

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

投資その他の資産

自己株式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

754,992

83,647

9,117,503

20,000

9,097,503

8,258,864

291,405

291,405

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

そ の 他 繰 越 利 益 剰 余 金

その他資本剰余金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

そ の 他

建 物

建 物 附 属 設 備

負　債　の　部

115,900

153,541

80,000

貸 借 対 照 表
（令和５年３月31日現在）

2,747,614

392,830

55,165

12,366

金　　額科　　　目

50,208,984

3,329,103

24,099

33,694,220

6,067,790

1,896

90,937

6,981,554

815

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

76,800

6,556

1,633

146,183

1,968,465

26,895

767,075

1,877,772

1,157,854

562,547

36,454

120,915

5,477,451

資　産　の　部

143,876

18,567

1,831

現 金 及 び 預 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他 2,657

退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務

532,472

226,768

科　　　目 金　　額

45,465,017

39,401,317

18,292

973,457

4,262,782

29,418

買 掛 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

8,886,882

1,043,130

19,367

619,890

純　資　産　の　部

14,673

14,673

134,431

46,508,148負　債　合　計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

9,178,288

55,686,436

▲ 325,294

資　産　合　計 負債及び純資産合計

純　資　産　合　計

55,686,436

預 り 金 17,851

852,065



（自令和４年４月１日 至令和５年３月31日）

（単位：千円）

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

　  営業利益

営業外収益

受取利息

受取配当金

受取賃貸料

その他

営業外費用

支払利息

賃貸原価

その他

経常利益

特別利益

固定資産売却益

特別損失

固定資産除却損

固定資産売却損

退去復旧費用

その他特別損失

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

▲ 32,276

損益計算書

25,176,206

2,545,260

239,501,752

211,780,285

932,458

3,905

19,799

17,307 41,011

38,552

4,559

2,634,070

2,687,628

964,735

65,892

3,295 12,334

65,892

1,755,170

2,112

45,716 129,821

2,367

科目 金額

885

44,668

27,721,467



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

1．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法を採用しております。

②その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの

　方法）を採用しております。

2．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　なお、平成10年4月1日以降に取得した建物並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法を採用しております。

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建　物  ７年～65年 機械装置  ５年～17年

建物附属設備  ３年～35年 車両運搬具  ３年～４年

構築物  10年～30年 工具器具備品  ４年～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

　定額法を採用しております。

（3）リース資産

①所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　なお、所有権移転ファイナンス・リース取引に係る固定資産は、リース資産として区分せ

　ず、有形・無形固定資産に属する各科目に含める方法を採用しております。

②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

3．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

　しております。

（2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期末の負担額を

　計上しております。

個別注記表



（3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額を計上して

　おります。

　なお、退職給付の債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

　帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　また、数理計算上の差異は、その発生年度において一括処理しております。

（4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

4．収益及び費用の計上基準

　当社は、菓子の卸販売を主な事業としています。これらの事業においては、商品の引渡し

により、顧客に所有権及び占有権が移転することから、引渡しの時点で履行義務が充足され

ると判断し、収益を計上しています。

　また、収益は顧客との契約において約束された対価から、値引、支払リベート、返品を控

除した金額で認識しております。

　顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、

顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を差し引いた純額で収益を認識しております。

　有償支給については、有償支給材の譲渡にかかる収益を認識しておりません。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

1．有形固定資産の減価償却累計額 千円

なお、減価償却累計額には減損損失累計額を含めて表示しております。

2．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

3．担保に供している資産及び担保に係る債務

（1）担保に供している資産

　商品 千円

　売掛金 千円

千円

（2）担保に係る債務

　買掛金 千円

4．保証債務

（1）他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、次の通り債務保証を行なっております。

　コンフェックスホールディングス株式会社 千円

計 千円

（2）他の会社のリース取引について、次の通り債務保証を行なっております。

　株式会社 夢や 千円

計 千円

10,272,000

8,455,910

3,590

1,190,615

514,805

527,271

6,595,061

10,299,487

6,067,790

10,272,000

3,590



Ⅲ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　賞与引当金 千円

　退職給付引当金 千円

　役員退職慰労引当金 千円

　未払事業税等 千円

　関係会社株式評価損 千円

　その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 千円

　固定資産圧縮積立金 千円

繰延税金負債合計 千円

繰延税金負債の純額 千円

Ⅳ．関連当事者との取引に関する注記

1．親会社及び法人主要株主等 (単位：千円)

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注1） 取引条件は、市場金利を勘案して交渉のうえ決定しております。

取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

（注2） 金融機関からの借入に対して債務保証を行なったものです。

なお、債務保証料の受取は行っておりません。

（注3）

取引金額に消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

2．子会社及び関連会社等 (単位：千円)

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注1）

取引金額に消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

10,272,000

▲ 553,354

属性

610,539

科目

15,410

▲ 153,541

78,439

▲ 154,100

主要株主
(会社等)

取引条件は、市場価格を勘案して交渉のうえ決定しております。

 子会社 ㈱きらら
所有

 直接 100.0%
 商品の購入
 役員兼務2人

賃貸収入 18,141 未収入金 75

買掛金

取引条件は、市場価格を勘案して交渉のうえ決定しております。

1,719,319買掛金 子会社 ㈱クリート
所有

 直接 100.0%

 商品の販売
 商品の購入
 役員兼務2人

期末残高
科目

 商品の購入
（注1）

9,819,859

属性 会社等
の名称

 議決権の
 所有割合

(％)

 関連当事者
 との関係

取引の内容
取引金額

会社等
の名称

期末残高

 資金の借入
（注1）

利息の支払
（注1）

借入金の返済
(注1)

39,400,000

39,400,000

3,777

被所有
　直接
100.0%

資金の借入
債務保証

37,692,567

- -

 関連当事者
 との関係

取引の内容
取引金額

債務保証
（注2）

親会社
コンフェック
スホールディ
ングス㈱

8,455,910

 議決権の
 所有割合

(％)

214,420

399,812

40,089

207,194

▲ 399,253

▲ 210,726

伊藤忠商事㈱
被所有

　間接 34.0%
商品の購入

商品の購入
（注3）

54,986

短期借入金

-

-

-



Ⅴ．1株当たり情報に関する注記

1．1株当たり純資産額

2．1株当たり当期純利益

Ⅵ．重要な後発事象

 該当事項はありません。

61,801円76銭

323,179円16銭


